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○ 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について（平成18年３月31日老計発第0331004号・老振発第0331004号
・老老発第0331017号厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通知 （抄））

（変更点は下線部）

改 正 前 改 正 後

第一 基準の性格 第一 基準の性格

１ 基準は、指定地域密着型サービスの事業がその目的を達成するた １ 基準は、指定地域密着型サービスの事業がその目的を達成するた

めに必要な最低限度の基準を定めたものであり、指定地域密着型サ めに必要な最低限度の基準を定めたものであり、指定地域密着型サ

ービス事業者は、常にその事業の運営の向上に努めなければならな ービス事業者は、常にその事業の運営の向上に努めなければならな

いこと。 いこと。

２ 指定地域密着型サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満 ２ 指定地域密着型サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満

たすべき基準等を満たさない場合には、指定地域密着型サービスの たすべき基準等を満たさない場合には、指定地域密着型サービスの

指定又は更新は受けられず、また、基準に違反することが明らかに 指定又は更新は受けられず、また、基準に違反することが明らかに

、 、 、 、なった場合には ①相当の期間を定めて基準を遵守する勧告を行い なった場合には ①相当の期間を定めて基準を遵守する勧告を行い

②相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至 ②相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至

、 、 、 、 、 、った経緯 当該勧告に対する対応等を公表し ③正当な理由が無く った経緯 当該勧告に対する対応等を公表し ③正当な理由が無く

当該勧告に係る措置をとらなかったときは、相当の期間を定めて当 当該勧告に係る措置をとらなかったときは、相当の期間を定めて当

。 。該勧告に係る措置をとるよう命令することができるものであること 該勧告に係る措置をとるよう命令することができるものであること

ただし、③の命令をした場合には事業者名、命令に至った経緯等を ただし、③の命令をした場合には事業者名、命令に至った経緯等を

公表しなければならない。なお、③の命令に従わない場合には、当 公表しなければならない。なお、③の命令に従わない場合には、当

該指定を取り消すこと、又は取消しを行う前に相当の期間を定めて 該指定を取り消すこと、又は取消しを行う前に相当の期間を定めて

指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（不適正なサービス 指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（不適正なサービス

が行われていることが判明した場合、当該サービスに関する介護報 が行われていることが判明した場合、当該サービスに関する介護報

酬の請求を停止させること）ができる。ただし、次に掲げる場合に 酬の請求を停止させること）ができる。ただし、次に掲げる場合に

は、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、直ちに は、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、直ちに

指定を取り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止する 指定を取り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止する

ことができるものであること。 ことができるものであること。

① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準 ① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準

に違反したとき に違反したとき

イ 指定地域密着型サービスの提供に際して利用者が負担すべき イ 指定地域密着型サービスの提供に際して利用者が負担すべき

額の支払を適正に受けなかったとき 額の支払を適正に受けなかったとき

ロ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して ロ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して

特定の事業者によるサービスを利用させることの代償として、 特定の事業者によるサービスを利用させることの代償として、

金品その他の財産上の利益を供与したとき 金品その他の財産上の利益を供与したとき
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② 準用される基準第３条の７については、特にオペレーショ ② 準用される基準第３条の７については、特にオペレーショ

ンセンターを設置しない指定夜間対応型訪問介護事業者は、 ンセンターを設置しない指定夜間対応型訪問介護事業者は、

オペレーションセンターを設置しない場合のオペレーション オペレーションセンターを設置しない場合のオペレーション

サービスの実施方法について十分な説明を行わなければなら サービスの実施方法について十分な説明を行わなければなら

ないこと。また、随時訪問サービスを他の指定訪問介護事業 ないこと。また、随時訪問サービスを他の指定訪問介護事業

所の訪問介護員等に行わせる場合については、その旨につい 所の訪問介護員等に行わせる場合については、その旨につい

て十分な説明を行わなければならないこと。 て十分な説明を行わなければならないこと。

③ 準用される基準第３条の13については、第三の一の４の⑹ ③ 準用される基準第３条の13については、第三の一の４の⑹

において 「利用者の在宅生活の継続のための総合的な支援 において 「利用者の在宅生活の継続のための総合的な支援、 、

を、日々の定期巡回サービス等の実施により継続的に把握さ を、日々の定期巡回サービス等の実施により継続的に把握さ

れる利用者の心身の状況に応じて柔軟に行うサービスである れる利用者の心身の状況に応じて柔軟に行うサービスである

ことから、その他の介護保険サービスの利用を含めた利用者 ことから、その他の介護保険サービスの利用を含めた利用者

の地域での生活全般のマネジメントを行う」とあるのは「指 の地域での生活全般のマネジメントを行う」とあるのは「指

定夜間対応型訪問介護の随時訪問サービスは、利用者からの 定夜間対応型訪問介護の随時訪問サービスは、利用者からの

通報により随時に提供されるサービスであることから、給付 通報により随時に提供されるサービスであることから、給付

管理を行う」と読み替えること。 管理を行う」と読み替えること。

三 認知症対応型通所介護 三 認知症対応型通所介護

１ 基本方針（基準第41条） １ 基本方針（基準第41条）

① 指定地域密着型サービスに位置づけられる指定認知症対応型 ① 指定地域密着型サービスに位置づけられる指定認知症対応型

通所介護は、認知症の者が可能な限り居宅において日常生活を 通所介護は、認知症の者が可能な限り居宅において日常生活を

営むことができること及び家族の負担軽減を図ることを支援す 営むことができること及び家族の負担軽減を図ることを支援す

るものであること。 るものであること。

なお、認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者は、当 なお、認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者は、当

該認知症対応型通所介護事業所において日常生活を送ることに 該認知症対応型通所介護事業所において日常生活を送ることに

支障があると考えられることから、指定認知症対応型通所介護 支障があると考えられることから、指定認知症対応型通所介護

の対象とはならないものである。 の対象とはならないものである。

② 一般の通所介護と指定認知症対応型通所介護を同一の時間帯 ② 一般の通所介護と指定認知症対応型通所介護を同一の時間帯

に同一の場所を用いて行うことについては、指定認知症対応型 に同一の場所を用いて行うことについては、指定認知症対応型

通所介護は対象者を認知症の者に限定し、認知症の特性に配慮 通所介護は対象者を認知症の者に限定し、認知症の特性に配慮

したサービス形態であることから、一般の通所介護と一体的な したサービス形態であることから、一般の通所介護と一体的な

形で実施することは認められない。指定認知症対応型通所介護 形で実施することは認められない。指定認知症対応型通所介護

、 、を一般の通所介護と同じ事業所で同一の時間帯に行う場合には を一般の通所介護と同じ事業所で同一の時間帯に行う場合には

例えばパーティション等で間を仕切るなどにより、職員、利用 例えばパーティション等で間を仕切るなどにより、職員、利用

者及びサービスを提供する空間を明確に区別することが必要で 者及びサービスを提供する空間を明確に区別することが必要で

ある。 ある。
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③ 初老期における認知症（以下「若年性認知症」という ）の ③ 初老期における認知症（以下「若年性認知症」という ）の。 。

、 、 、 、者も対象とする事業所については 若年性認知症の者が少なく 者も対象とする事業所については 若年性認知症の者が少なく

また、若年性認知症の者に対応したプログラムを有する事業所 また、若年性認知症の者に対応したプログラムを有する事業所

が少ないことから、近隣市町村等も含めて広域的な利用が行わ が少ないことから、近隣市町村等も含めて広域的な利用が行わ

れることが想定されることを踏まえ、当該事業所の設置市町村 れることが想定されることを踏まえ、当該事業所の設置市町村

以外の市町村における若年性認知症の者からの希望に基づき、 以外の市町村における若年性認知症の者からの希望に基づき、

当該他市町村から指定の同意の申し出があった場合には、設置 当該他市町村から指定の同意の申し出があった場合には、設置

市町村は、当該若年性認知症の者の利用については、原則とし 市町村は、当該若年性認知症の者の利用については、原則とし

て、法第78条の２第４項第４号に係る同意を行うこととし、円 て、法第78条の２第４項第４号に係る同意を行うこととし、円

滑に当該他市町村による事業所指定が行われるようにすること 滑に当該他市町村による事業所指定が行われるようにすること

が求められる。 が求められる。

２ 人員及び設備に関する基準 ２ 人員及び設備に関する基準

⑴ 単独型指定認知症対応型通所介護及び併設型指定認知症対応 ⑴ 単独型指定認知症対応型通所介護及び併設型指定認知症対応

型通所介護 型通所介護

① 単独型指定認知症対応型通所介護とは、以下の社会福祉施 ① 単独型指定認知症対応型通所介護とは、以下の社会福祉施

設等に併設されていない事業所において行われる指定認知症 設等に併設されていない事業所において行われる指定認知症

対応型通所介護をいう （基準第42条） 対応型通所介護をいう （基準第42条）。 。

特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、病院、診療所、介 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、病院、診療所、介

護老人保健施設、その他社会福祉法（昭和26年法律第45号） 護老人保健施設、その他社会福祉法（昭和26年法律第45号）

第62条第１項に規定する社会福祉施設、又は特定施設 第62条第１項に規定する社会福祉施設、又は特定施設

② 併設型指定認知症対応型通所介護とは、①の社会福祉施設 ② 併設型指定認知症対応型通所介護とは、①の社会福祉施設

等に併設されている事業所において行われる指定認知症対応 等に併設されている事業所において行われる指定認知症対応

型通所介護をいう。 型通所介護をいう。

③ 従業者の員数（基準第42条） ③ 従業者の員数（基準第42条）

イ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位とは、 イ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位とは、

同時に、一体的に提供される単独型・併設型指定認知症対 同時に、一体的に提供される単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護をいうものであることから、例えば、次のよ 応型通所介護をいうものであることから、例えば、次のよ

うな場合は、２単位として扱われ、それぞれの単位ごとに うな場合は、２単位として扱われ、それぞれの単位ごとに

必要な従業者を確保する必要がある。 必要な従業者を確保する必要がある。

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護が同時に一 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護が同時に一(イ) (イ)

定の距離を置いた２つの場所で行われ、これらのサービ 定の距離を置いた２つの場所で行われ、これらのサービ

スの提供が一体的に行われているといえない場合 スの提供が一体的に行われているといえない場合

午前と午後とで別の利用者に対して単独型・併設型指 午前と午後とで別の利用者に対して単独型・併設型指(ロ) (ロ)

定認知症対応型通所介護を提供する場合また、利用者ご 定認知症対応型通所介護を提供する場合また、利用者ご

とに策定した認知症対応型通所介護計画に位置づけられ とに策定した認知症対応型通所介護計画に位置づけられ
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た内容の認知症対応型通所介護が一体的に提供されてい た内容の認知症対応型通所介護が一体的に提供されてい

ると認められる場合は、同一単位で提供時間数の異なる ると認められる場合は、同一単位で提供時間数の異なる

利用者に対して認知症対応型通所介護を行うことも可能 利用者に対して認知症対応型通所介護を行うことも可能

である。なお、同時一体的に行われているとは認められ である。なお、同時一体的に行われているとは認められ

ない場合は、別単位となることに留意すること。 ない場合は、別単位となることに留意すること。

ロ ７時間以上９時間未満の単独型・併設型指定認知症対応 ロ ７時間以上９時間未満の単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護の前後に連続して延長サービスを行う場合にあ 型通所介護の前後に連続して延長サービスを行う場合にあ

っては、事業所の実情に応じて、適当数の従業者を配置す っては、事業所の実情に応じて、適当数の従業者を配置す

るものとする。 るものとする。

ハ 利用者の数又は利用定員は、単位ごとの単独型・併設型 ハ 利用者の数又は利用定員は、単位ごとの単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護についての利用者の数又は利用 指定認知症対応型通所介護についての利用者の数又は利用

、 、 、 、 、 、定員をいうものであり 利用者の数は実人員 利用定員は 定員をいうものであり 利用者の数は実人員 利用定員は

あらかじめ定めた利用者の数の上限をいうものである。従 あらかじめ定めた利用者の数の上限をいうものである。従

って、例えば、１日のうちの午前の提供時間帯に利用者10 って、例えば、１日のうちの午前の提供時間帯に利用者10

人に対して単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提 人に対して単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提

供し、午後の提供時間帯に別の利用者10人に対して単独型 供し、午後の提供時間帯に別の利用者10人に対して単独型

・併設型指定認知症対応型通所介護を提供する場合であっ ・併設型指定認知症対応型通所介護を提供する場合であっ

て、それぞれの単独型・併設型指定認知症対応型通所介護 て、それぞれの単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

の定員が10人である場合には、当該事業所の利用定員は10 の定員が10人である場合には、当該事業所の利用定員は10

人、必要となる介護職員の員数は午前午後それぞれにおい 人、必要となる介護職員の員数は午前午後それぞれにおい

て利用者10人に応じた数ということとなり、人員算定上午 て利用者10人に応じた数ということとなり、人員算定上午

前の利用者の数と午後の利用者の数が合算されるものでは 前の利用者の数と午後の利用者の数が合算されるものでは

ない。 ない。

ニ 同一事業所で複数の単位の単独型・併設型指定認知症対 ニ 同一事業所で複数の単位の単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護を同時に行う場合であっても、常勤の従業者 応型通所介護を同時に行う場合であっても、常勤の従業者

は事業所ごとに確保すれば足りるものである （基準第42 は事業所ごとに確保すれば足りるものである （基準第42。 。

条第６項） 条第６項）

ホ 生活相談員（基準第42条第１項第１号） ホ 生活相談員（基準第42条第１項第１号）

生活相談員については、特別養護老人ホームの設備及び 生活相談員については、特別養護老人ホームの設備及び

運営に関する基準（平成11年厚生省令第46号）第５条第２ 運営に関する基準（平成11年厚生省令第46号）第５条第２

項に定める生活相談員に準ずるものである。 項に定める生活相談員に準ずるものである。

基準第42条第１項第１号に定める「当該単独型・併設型 基準第42条第１項第１号に定める「当該単独型・併設型

」 」指定認知症対応型通所介護を提供している時間帯の時間数 指定認知症対応型通所介護を提供している時間帯の時間数

（以下「提供時間帯の時間数」という ）とは、当該事業 （以下「提供時間帯の時間数」という ）とは、当該事業。 。

所におけるサービス提供開始時刻から終了時刻まで（サー 所におけるサービス提供開始時刻から終了時刻まで（サー
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ビスが提供されていない時間帯を除く）とする。 ビスが提供されていない時間帯を除く）とする。

例えば、１単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所 例えば、１単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護を実施している事業所の提供時間帯の時間数を六時間 介護を実施している事業所の提供時間帯の時間数を六時間

とした場合、生活相談員がサービス提供時間内に勤務して とした場合、生活相談員がサービス提供時間内に勤務して

いる時間数の合計数（以下「勤務延時間数」という ）を、 いる時間数の合計数（以下「勤務延時間数」という ）を、。 。

提供時間帯の時間数である６時間で除して得た数が１以上 提供時間帯の時間数である６時間で除して得た数が１以上

となるよう確保すればよいことから、生活相談員の員数に となるよう確保すればよいことから、生活相談員の員数に

かかわらず６時間の勤務延時間数分の配置が必要となる。 かかわらず６時間の勤務延時間数分の配置が必要となる。

また、午前９時から正午、午後１時から午後６時の２単位 また、午前９時から正午、午後１時から午後６時の２単位

の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を実施してい の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を実施してい

る事業所の場合、当該事業所におけるサービス提供時間は る事業所の場合、当該事業所におけるサービス提供時間は

午前９時から午後６時（正午から午後１時までを除く ） 午前９時から午後６時（正午から午後１時までを除く ）。 。

となり、提供時間帯の時間数は８時間となることから、生 となり、提供時間帯の時間数は８時間となることから、生

活相談員の員数にかかわらず８時間の勤務延時間数分の配 活相談員の員数にかかわらず８時間の勤務延時間数分の配

置が必要となる。 置が必要となる。

ヘ 看護職員又は介護職員（基準第42条第１項第２号） ヘ 看護職員又は介護職員（基準第42条第１項第２号）

看護職員又は介護職員については、単独型・併設型指定 看護職員又は介護職員については、単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護の単位ごとに２人以上配置する必要 認知症対応型通所介護の単位ごとに２人以上配置する必要

があるが必ずしも看護職員を配置しなければならないもの があるが必ずしも看護職員を配置しなければならないもの

ではない。 ではない。

基準第42条第１項第２号に定める「当該単独型・併設型 基準第42条第１項第２号に定める「当該単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護を提供している時間数」とは、 指定認知症対応型通所介護を提供している時間数」とは、

当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位にお 当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位にお

ける平均提供時間数（利用者ごとの提供時間数の合計を利 ける平均提供時間数（利用者ごとの提供時間数の合計を利

用者数で除して得た数）とする。 用者数で除して得た数）とする。

なお、同号に定める「専ら当該単独型・併設型指定認知 なお、同号に定める「専ら当該単独型・併設型指定認知

症対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員」 症対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員」

については、提供時間帯を通じて専従する必要はないが、 については、提供時間帯を通じて専従する必要はないが、

当該看護職員又は介護職員は提供時間帯を通じて単独型・ 当該看護職員又は介護職員は提供時間帯を通じて単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所と密接かつ適切な 併設型指定認知症対応型通所介護事業所と密接かつ適切な

連携を図るものとする。 連携を図るものとする。

さらに、同条第２項において単独型・併設型指定認知症 さらに、同条第２項において単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護の単位ごとに看護職員又は介護職員を常時 対応型通所介護の単位ごとに看護職員又は介護職員を常時

１人以上確保することとされているが、これについては、 １人以上確保することとされているが、これについては、

看護職員又は介護職員が常に確保されるよう必要な配置を 看護職員又は介護職員が常に確保されるよう必要な配置を
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行うよう定めたものであり、例えば、当該単独型・併設型 行うよう定めたものであり、例えば、当該単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護の単位ごとに確保すべき看護職 指定認知症対応型通所介護の単位ごとに確保すべき看護職

員又は介護職員の勤務延時間数が提供時間帯の時間数に満 員又は介護職員の勤務延時間数が提供時間帯の時間数に満

たない場合であっても、常時１人以上が確保されるよう配 たない場合であっても、常時１人以上が確保されるよう配

置を行う必要があることに留意すること。 置を行う必要があることに留意すること。

一方、同条第３項において看護職員又は介護職員は、利 一方、同条第３項において看護職員又は介護職員は、利

用者の処遇に支障がない場合は他の単独型・併設型指定認 用者の処遇に支障がない場合は他の単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護の単位の看護職員又は介護職員として 知症対応型通所介護の単位の看護職員又は介護職員として

従事することができるとされていることから、例えば複数 従事することができるとされていることから、例えば複数

の単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を同じ の単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を同じ

時間帯に実施している場合、単位ごとに看護職員又は介護 時間帯に実施している場合、単位ごとに看護職員又は介護

職員が常に１人以上確保されている限りにおいては、単位 職員が常に１人以上確保されている限りにおいては、単位

を超えて柔軟な配置が可能である。 を超えて柔軟な配置が可能である。

ト 機能訓練指導員（基準第42条第１項第３号）機能訓練指 ト 機能訓練指導員（基準第42条第１項第３号）機能訓練指

導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する 導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する

ための訓練を行う能力を有する者とされたが、この「訓練 ための訓練を行う能力を有する者とされたが、この「訓練

を行う能力を有する者」とは、理学療法士、作業療法士、 を行う能力を有する者」とは、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ 言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ

指圧師の資格を有する者とする。ただし、利用者の日常生 指圧師の資格を有する者とする。ただし、利用者の日常生

活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練につい 活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練につい

ては、当該事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行 ては、当該事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行

っても差し支えない。 っても差し支えない。

④ 管理者（基準第43条） ④ 管理者（基準第43条）

イ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理 イ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理

者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理 者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理

。 、 、 。 、 、業務に従事するものとする ただし 以下の場合であって 業務に従事するものとする ただし 以下の場合であって

当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼 当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼

ねることができるものとする。 ねることができるものとする。

・ 当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所 ・ 当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所

の従業者としての職務に従事する場合 の従業者としての職務に従事する場合

・ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に ・ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に

当該事業所の管理業務に支障がないと認められる範囲内 当該事業所の管理業務に支障がないと認められる範囲内

に他の事業所、施設等がある場合に、当該他の事業所、 に他の事業所、施設等がある場合に、当該他の事業所、

施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合 施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合

（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わな （この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わな
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いが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別 いが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別

に判断される場合や、併設される入所施設において入所 に判断される場合や、併設される入所施設において入所

者に対しサービス提供を行う看護職員又は介護職員と兼 者に対しサービス提供を行う看護職員又は介護職員と兼

、 。 、 。務する場合などは 管理業務に支障があると考えられる 務する場合などは 管理業務に支障があると考えられる

ただし、施設における勤務時間が極めて限られている職 ただし、施設における勤務時間が極めて限られている職

員である場合等、個別に判断の上、例外的に認める場合 員である場合等、個別に判断の上、例外的に認める場合

があっても差し支えない ） があっても差し支えない ）。 。

ロ 管理者は、管理者としての資質を確保するために、指定 ロ 管理者は、管理者としての資質を確保するために、指定

を受ける際（指定を受けた後に管理者の変更の届出を行う を受ける際（指定を受けた後に管理者の変更の届出を行う

場合を含む ）に、指定地域密着型サービスの事業の人員、 場合を含む ）に、指定地域密着型サービスの事業の人員、。 。

設備及び運営に関する基準及び指定地域密着型介護予防サ 設備及び運営に関する基準及び指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型 ービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の 介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準に規定する厚生労働大臣が定める者及び 方法に関する基準に規定する厚生労働大臣が定める者及び

（ 。 「 」 （ 。 「 」研修 平成24年厚生労働省告示第113号 以下 113号告示 研修 平成24年厚生労働省告示第113号 以下 113号告示

という ）第２号に規定する研修を修了しているものとす という ）第２号に規定する研修を修了しているものとす。 。

る。なお、当該研修は具体的には「指定地域密着型サービ る。なお、当該研修は具体的には「指定地域密着型サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地域 スの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地域

密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び 密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のため に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準に規定する厚生労働大 の効果的な支援の方法に関する基準に規定する厚生労働大

臣が定める者及び研修」に規定する研修について（平成24 臣が定める者及び研修」に規定する研修について（平成24

年３月16日老高発0316第２号、老振発0316第２号、老老発0 年３月16日老高発0316第２号、老振発0316第２号、老老発0

316第６号通知。以下「地域密着研修通知」という ）１の 316第６号通知。以下「地域密着研修通知」という ）１の。 。

⑴の「認知症対応型サービス事業管理者研修」を指すもの ⑴の「認知症対応型サービス事業管理者研修」を指すもの

である。 である。

⑤ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所における ⑤ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所における

設備に関する基準（第44条） 設備に関する基準（第44条）

イ 事業所 イ 事業所

事業所とは、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護 事業所とは、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

を提供するための設備及び備品を備えた場所をいう。原則 を提供するための設備及び備品を備えた場所をいう。原則

として一の建物につき、一の事業所とするが、利用者の利 として一の建物につき、一の事業所とするが、利用者の利

便のため、利用者に身近な社会資源（既存施設）を活用し 便のため、利用者に身近な社会資源（既存施設）を活用し

て、事業所の従業者が当該既存施設に出向いて単独型・併 て、事業所の従業者が当該既存施設に出向いて単独型・併

、 、設型指定認知症対応型通所介護を提供する場合については 設型指定認知症対応型通所介護を提供する場合については
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これらを事業所の一部とみなして設備基準を適用するもの これらを事業所の一部とみなして設備基準を適用するもの

である （基準第67条第１項についても同趣旨） である （基準第67条第１項についても同趣旨）。 。

ロ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備消火設備 ロ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備消火設備

その他の非常災害に際して必要な設備とは、消防法その他 その他の非常災害に際して必要な設備とは、消防法その他

の法令等に規定された設備を示しており、それらの設備を の法令等に規定された設備を示しており、それらの設備を

確実に設置しなければならないものである （基準第67条 確実に設置しなければならないものである （基準第67条。 。

第１項、第112条第６項及び第132条第１項第９号について 第１項、第112条第６項及び第132条第１項第９号について

も同趣旨） も同趣旨）

ハ 食堂及び機能訓練室 ハ 食堂及び機能訓練室

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の食 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の食(イ) (イ)

堂及び機能訓練室（以下「単独型・併設型指定認知症対 堂及び機能訓練室（以下「単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護の機能訓練室等」という ）については、 応型通所介護の機能訓練室等」という ）については、。 。

３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上とする ３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上とする

こととされたが、単独型・併設型指定認知症対応型通所 こととされたが、単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護が原則として同時に複数の利用者に対し介護を提供 介護が原則として同時に複数の利用者に対し介護を提供

するものであることに鑑み、狭隘な部屋を多数設置する するものであることに鑑み、狭隘な部屋を多数設置する

ことにより面積を確保すべきではないものである。ただ ことにより面積を確保すべきではないものである。ただ

し、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位を し、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位を

さらにグループ分けして効果的な単独型・併設型指定認 さらにグループ分けして効果的な単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護の提供が期待される場合はこの限り 知症対応型通所介護の提供が期待される場合はこの限り

ではない。 ではない。

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の機能訓練 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の機能訓練(ロ) (ロ)

室等と、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業 室等と、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業

所と併設の関係にある医療機関や介護老人保健施設にお 所と併設の関係にある医療機関や介護老人保健施設にお

ける指定通所リハビリテーションを行うためのスペース ける指定通所リハビリテーションを行うためのスペース

については、以下の条件に適合するときは、これらが同 については、以下の条件に適合するときは、これらが同

一の部屋等であっても差し支えないものとする。 一の部屋等であっても差し支えないものとする。

・ 当該部屋等において、単独型・併設型指定認知症対 ・ 当該部屋等において、単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護の機能訓練室等と指定通所リハビリテー 応型通所介護の機能訓練室等と指定通所リハビリテー

ションを行うためのスペースが明確に区分されている ションを行うためのスペースが明確に区分されている

こと。 こと。

・ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の機能訓 ・ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の機能訓

練室等として使用される区分が、単独型・併設型指定 練室等として使用される区分が、単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護の設備基準を満たし、かつ、指 認知症対応型通所介護の設備基準を満たし、かつ、指

定通所リハビリテーションを行うためのスペースとし 定通所リハビリテーションを行うためのスペースとし
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て使用される区分が、指定通所リハビリテーションの て使用される区分が、指定通所リハビリテーションの

設備基準を満たすこと。 設備基準を満たすこと。

（新設） ニ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の設備

を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護以外のサービスを提供する場合

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提供以外の

目的で、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所

の設備を利用し、夜間・深夜に単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護以外のサービス（以下「宿泊サービス」と

いう ）を提供する場合には、当該サービスの内容を当該。

サービスの提供開始前に当該単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業者に係る指定を行った市長（以下「指定

権者」という ）に届け出る必要があり、当該サービスの。

届出内容については、別紙様式によるものとする。また、

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は宿泊サ

ービスの届出内容に係る介護サービス情報を都道府県に報

告し、都道府県は情報公表制度を活用し宿泊サービスの内

容を公表することとする。

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は届け

出た宿泊サービスの内容に変更がある場合は、変更の事由

が生じてから10日以内に指定権者に届け出るよう努めるこ

。 、 、ととする また 宿泊サービスを休止又は廃止する場合は

その休止又は廃止の日の１月前までに指定権者に届け出る

よう努めることとする。

⑵ 共用型指定認知症対応型通所介護 ⑵ 共用型指定認知症対応型通所介護

① 共用型指定認知症対応型通所介護とは、指定認知症対応型 ① 共用型指定認知症対応型通所介護とは、指定認知症対応型

共同生活介護事業所若しくは指定介護予防認知症対応型共同 共同生活介護事業所若しくは指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所の居間又は食堂、指定地域密着型特定施設若 生活介護事業所の居間又は食堂、指定地域密着型特定施設若

しくは指定地域密着型介護老人福祉施設の食堂又は共同生活 しくは指定地域密着型介護老人福祉施設の食堂又は共同生活

室において、これらの事業所又は施設の利用者、入居者又は 室において、これらの事業所又は施設の利用者、入居者又は

入所者とともに行う指定認知症対応型通所介護をいう （基 入所者とともに行う指定認知症対応型通所介護をいう （基。 。

準第45条） 準第45条）

② 従業者の員数（基準第45条） ② 従業者の員数（基準第45条）

共用型指定認知症対応型通所介護従業者の員数は、当該利 共用型指定認知症対応型通所介護従業者の員数は、当該利

用者、当該入居者又は当該入所者の数と当該共用型指定認知 用者、当該入居者又は当該入所者の数と当該共用型指定認知

kaigo
ハイライト表示

kaigo
長方形
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症対応型通所介護の利用者の数を合計した数について、基準 症対応型通所介護の利用者の数を合計した数について、基準

第90条、第110条若しくは第131条又は予防基準第70条の規定 第90条、第110条若しくは第131条又は予防基準第70条の規定

を満たすために必要な従業者を確保する必要があること。 を満たすために必要な従業者を確保する必要があること。

この場合の利用者数の計算に当たっては、３時間以上５時 この場合の利用者数の計算に当たっては、３時間以上５時

間未満の報酬を算定している利用者（２時間以上３時間未満 間未満の報酬を算定している利用者（２時間以上３時間未満

の報酬を算定している利用者を含む ）については、利用者 の報酬を算定している利用者を含む ）については、利用者。 。

数に２分の１を乗じて得た数とし、５時間以上７時間未満の 数に２分の１を乗じて得た数とし、５時間以上７時間未満の

報酬を算定している利用者については利用者数に４分の３を 報酬を算定している利用者については利用者数に４分の３を

乗じて得た数とし、７時間以上９時間未満の報酬を算定して 乗じて得た数とし、７時間以上９時間未満の報酬を算定して

いる利用者については、利用者数に１を乗じて得た数として いる利用者については、利用者数に１を乗じて得た数として

計算した全利用者の延べ数をもとに算出することとし、この 計算した全利用者の延べ数をもとに算出することとし、この

計算により得た数をもとに算定することとする。新たに事業 計算により得た数をもとに算定することとする。新たに事業

を開始等した場合にあっては、利用者数の計算については、 を開始等した場合にあっては、利用者数の計算については、

第二の２の⑸の②のとおりとする。 第二の２の⑸の②のとおりとする。

③ 利用定員等（第46条） ③ 利用定員等（第46条）

共用型指定認知症対応型通所介護事業所における利用定員

については、指定認知症対応型共同生活介護事業所又は指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の場合、共同生活

住居ごとに１日当たり３人以下とし、指定地域密着型特定施

設又は指定地域密着型介護老人福祉施設の場合、施設ごとに

１日当たり３人以下とする。

共用型指定認知症対応型通所介護事業所における利用定員 共用型指定認知症対応型通所介護事業所における利用定員

の１日当たり３人以下とは、１日の同一時間帯に３人を超え の１日当たり３人以下とは、共同生活住居又は施設ごとに、

て利用者を受け入れることができないということである。し １日の同一時間帯に３人を超えて利用者を受け入れることが

たがって、半日しか利用しない者がいる場合は、１日の利用 できないということである。したがって、半日しか利用しな

延べ人数は３人を超えることもある。 い者がいる場合は、１日の利用延べ人数は３人を超えること

もある。

なお、利用定員は、事業所ごとのものであることから、指 なお、指定地域密着型介護老人福祉施設等において複数の

定認知症対応型共同生活介護事業所等の共同生活住居数やユ 共同生活住居等がある場合については、共用型指定認知症対

ニット数にはかかわらない。複数の共同生活住居等がある場 応型通所介護の利用者及び地域密着型介護老人福祉施設入所

合については、共用型指定認知症対応型通所介護の利用者及 者生活介護の入所者等の両方に対して介護を行うのに充分な

び認知症対応型共同生活介護等の入居者等の両方に対して介 広さを確保できるのであれば、どの共同生活住居等で受け入

護を行うのに充分な広さを確保できるのであれば、どの共同 れてもかまわない。

生活住居等で受け入れてもかまわない。

④ 管理者（第47条） ④ 管理者（第47条）
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イ 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は常勤 イ 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は常勤

であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従 であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従

事するものである。ただし、共用型指定認知症対応型通所 事するものである。ただし、共用型指定認知症対応型通所

介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指定認 介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指定認

知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一 知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一

敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することが 敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することが

できるものとする。 できるものとする。

ロ 管理者は、その資質を確保するために、指定を受ける際 ロ 管理者は、その資質を確保するために、指定を受ける際

（ 。） （ 。）指定を受けた後に管理者の変更の届出を行う場合を含む 指定を受けた後に管理者の変更の届出を行う場合を含む

に、113号告示第２号に規定する研修を修了しているものと に、113号告示第２号に規定する研修を修了しているものと

する。なお、当該研修は、具体的には地域密着研修通知１ する。なお、当該研修は、具体的には地域密着研修通知１

の⑴の「認知症対応型サービス事業管理者研修」を指すも の⑴の「認知症対応型サービス事業管理者研修」を指すも

のである。 のである。

３ 運営に関する基準 ３ 運営に関する基準

⑴ 利用料等の受領 ⑴ 利用料等の受領

① 基準第49条第１項、第２項及び第５項は、指定定期巡回・ ① 基準第49条第１項、第２項及び第５項は、指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護に係る基準第３条の19第１項、第２ 随時対応型訪問介護看護に係る基準第３条の19第１項、第２

項及び第４項の規定と同趣旨であるため、第三の一の４の⑿ 項及び第４項の規定と同趣旨であるため、第三の一の４の⑿

の①、②及び④を参照されたい。 の①、②及び④を参照されたい。

、 、 、 、② 基準第49条第３項は 指定認知症対応型通所介護事業者は ② 基準第49条第３項は 指定認知症対応型通所介護事業者は

指定認知症対応型通所介護の提供に関して、 指定認知症対応型通所介護の提供に関して、

イ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に イ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に

居住する利用者に対して行う送迎に要する費用 居住する利用者に対して行う送迎に要する費用

ロ 指定認知症対応型通所介護に通常要する時間を超える指 ロ 指定認知症対応型通所介護に通常要する時間を超える指

定認知症対応型通所介護であって利用者の選定に係るもの 定認知症対応型通所介護であって利用者の選定に係るもの

の提供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の指 の提供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の指

定認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サービス費 定認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サービス費

用基準額を超える費用 用基準額を超える費用

ハ 食事の提供に要する費用 ハ 食事の提供に要する費用

ニ おむつ代 ニ おむつ代

ホ イからニまでに掲げるもののほか、指定認知症対応型通 ホ イからニまでに掲げるもののほか、指定認知症対応型通

所介護の提供において提供される便宜のうち、日常生活に 所介護の提供において提供される便宜のうち、日常生活に

おいても通常必要となるものに係る費用であって、その利 おいても通常必要となるものに係る費用であって、その利

用者に負担させることが適当と認められるもの 用者に負担させることが適当と認められるもの

については、前２項の利用料のほかに利用者から支払を受け については、前２項の利用料のほかに利用者から支払を受け
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ることができることとし、保険給付の対象となっているサー ることができることとし、保険給付の対象となっているサー

ビスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の支払 ビスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の支払

を受けることは認めないこととしたものである。 を受けることは認めないこととしたものである。

なお、ハの費用については、居住、滞在及び宿泊並びに食 なお、ハの費用については、居住、滞在及び宿泊並びに食

事の提供に係る利用料等に関する指針（平成十17年厚生労働 事の提供に係る利用料等に関する指針（平成十17年厚生労働

省告示第419号。以下「指針」という ）の定めるところによ 省告示第419号。以下「指針」という ）の定めるところによ。 。

るものとし、ホの費用の具体的な範囲については、別に通知 るものとし、ホの費用の具体的な範囲については、別に通知

するところによるものとする。 するところによるものとする。

⑵ 指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方 ⑵ 指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方

針 針

指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方 指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方

針については、基準第50条及び第51条の定めるところによるほ 針については、基準第50条及び第51条の定めるところによるほ

か、次の点に留意するものとする。 か、次の点に留意するものとする。

① 指定認知症対応型通所介護は、利用者の認知症の症状の進 ① 指定認知症対応型通所介護は、利用者の認知症の症状の進

行の緩和に資するよう、個々の利用者に応じて作成された認 行の緩和に資するよう、個々の利用者に応じて作成された認

。 。知症対応型通所介護計画に基づいて行われなければならない 知症対応型通所介護計画に基づいて行われなければならない

ただし、その実施方法においては、グループごとにサービス ただし、その実施方法においては、グループごとにサービス

提供が行われることを妨げるものではないこと。 提供が行われることを妨げるものではないこと。

、 、② 利用者が日常生活を送る上で自らの役割を持つことにより ② 利用者が日常生活を送る上で自らの役割を持つことにより

達成感や満足感を得、自信を回復するなどの効果が期待され 達成感や満足感を得、自信を回復するなどの効果が期待され

るとともに、利用者にとって自らの日常生活の場であると実 るとともに、利用者にとって自らの日常生活の場であると実

感できるよう必要な援助を行わなければならないこと。 感できるよう必要な援助を行わなければならないこと。

③ 指定認知症対応型通所介護は、事業所内でサービスを提供 ③ 指定認知症対応型通所介護は、事業所内でサービスを提供

することが原則であるが、次に掲げる条件を満たす場合にお することが原則であるが、次に掲げる条件を満たす場合にお

いては、事業所の屋外でサービスを提供することができるも いては、事業所の屋外でサービスを提供することができるも

のであること。 のであること。

イ あらかじめ認知症対応型通所介護計画に位置付けられて イ あらかじめ認知症対応型通所介護計画に位置付けられて

いること いること

ロ 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること ロ 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること

「 」 、 「 」 、④ 基準第51条第４号で定める サービスの提供方法等 とは ④ 基準第51条第４号で定める サービスの提供方法等 とは

認知症対応型通所介護計画の目標及び内容や利用日の行事及 認知症対応型通所介護計画の目標及び内容や利用日の行事及

び日課等も含むものであること。 び日課等も含むものであること。

⑶ 認知症対応型通所介護計画の作成 ⑶ 認知症対応型通所介護計画の作成

、 、① 基準第52条で定める認知症対応型通所介護計画については ① 基準第52条で定める認知症対応型通所介護計画については

、 、認知症介護の提供に係る計画等の作成に関し経験のある者や 認知症介護の提供に係る計画等の作成に関し経験のある者や
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認知症介護の提供について豊富な知識及び経験を有する者に 認知症介護の提供について豊富な知識及び経験を有する者に

そのとりまとめを行わせるものとし、当該事業所に介護支援 そのとりまとめを行わせるものとし、当該事業所に介護支援

専門員の資格を有する者がいる場合は、その者に当該計画の 専門員の資格を有する者がいる場合は、その者に当該計画の

とりまとめを行わせることが望ましい。 とりまとめを行わせることが望ましい。

② 認知症対応型通所介護計画をとりまとめる者は、第三の五 ② 認知症対応型通所介護計画をとりまとめる者は、第三の五

の２の⑴の②のホに規定する研修（認知症対応型共同生活介 の２の⑴の②のホに規定する研修（認知症対応型共同生活介

護の計画作成担当者が修了すべき研修）を修了していること 護の計画作成担当者が修了すべき研修）を修了していること

が望ましい。 が望ましい。

③ 認知症対応型通所介護計画は、サービスの提供に関わる従 ③ 認知症対応型通所介護計画は、サービスの提供に関わる従

。 。業者が共同して個々の利用者ごとに作成するものであること 業者が共同して個々の利用者ごとに作成するものであること

④ 認知症対応型通所介護計画は、居宅サービス計画に沿って ④ 認知症対応型通所介護計画は、居宅サービス計画に沿って

作成されなければならないこと。なお、認知症対応型通所介 作成されなければならないこと。なお、認知症対応型通所介

護計画を作成後に居宅サービス計画が作成された場合は、当 護計画を作成後に居宅サービス計画が作成された場合は、当

該認知症対応型通所介護計画が居宅サービス計画に沿ったも 該認知症対応型通所介護計画が居宅サービス計画に沿ったも

のであるか確認し、必要に応じて変更するものとする。 のであるか確認し、必要に応じて変更するものとする。

⑤ 認知症対応型通所介護計画は利用者の心身の状況、希望及 ⑤ 認知症対応型通所介護計画は利用者の心身の状況、希望及

びその置かれている環境を踏まえて作成されなければならな びその置かれている環境を踏まえて作成されなければならな

いものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機 いものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機

会を保障するため、指定認知症対応型通所介護事業所の管理 会を保障するため、指定認知症対応型通所介護事業所の管理

者は、認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては、その 者は、認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては、その

内容等を説明した上で利用者の同意を得なければならず、ま 内容等を説明した上で利用者の同意を得なければならず、ま

た、当該認知症対応型通所介護計画を利用者に交付しなけれ た、当該認知症対応型通所介護計画を利用者に交付しなけれ

ばならない。 ばならない。

なお、交付した認知症対応型通所介護計画は、基準第60条 なお、交付した認知症対応型通所介護計画は、基準第60条

第２項の規定に基づき、２年間保存しなければならない。 第２項の規定に基づき、２年間保存しなければならない。

⑥ 認知症対応型通所介護計画の目標及び内容については、利 ⑥ 認知症対応型通所介護計画の目標及び内容については、利

用者又は家族に説明を行うとともに、その実施状況や評価に 用者又は家族に説明を行うとともに、その実施状況や評価に

ついても説明を行うものとする。 ついても説明を行うものとする。

（新設） ⑦ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定認

知症対応型通所介護事業者については、第三の一の４の⒃⑫

を準用する。この場合において 「定期巡回・随時対応型訪、

問介護看護計画」とあるのは「認知症対応型通所介護計画」

と読み替える。

⑷ 管理者の責務 ⑷ 管理者の責務

基準第53条は、指定認知症対応型通所介護事業所の管理者の 基準第53条は、指定認知症対応型通所介護事業所の管理者の
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責務を、指定認知症対応型通所介護事業所の従業者の管理及び 責務を、指定認知症対応型通所介護事業所の従業者の管理及び

指定認知症対応型通所介護の利用の申込みに係る調整、業務の 指定認知症対応型通所介護の利用の申込みに係る調整、業務の

実施状況の把握その他の管理を一元的に行うとともに、当該指 実施状況の把握その他の管理を一元的に行うとともに、当該指

定認知症対応型通所介護事業所の従業者に基準の第３章第３節 定認知症対応型通所介護事業所の従業者に基準の第３章第３節

の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うこととしたもの の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うこととしたもの

である。 である。

⑸ 運営規程 ⑸ 運営規程

基準第54条は、指定認知症対応型通所介護の事業の適正な運 基準第54条は、指定認知症対応型通所介護の事業の適正な運

営及び利用者に対する適切な指定認知症対応型通所介護の提供 営及び利用者に対する適切な指定認知症対応型通所介護の提供

を確保するため、同条第１号から第10号までに掲げる事項を内 を確保するため、同条第１号から第10号までに掲げる事項を内

容とする規定を定めることを指定認知症対応型通所介護事業所 容とする規定を定めることを指定認知症対応型通所介護事業所

ごとに義務づけたものであるが、特に次の点に留意するものと ごとに義務づけたものであるが、特に次の点に留意するものと

する。 する。

① 営業日及び営業時間（第３号） ① 営業日及び営業時間（第３号）

指定認知症対応型通所介護の営業日及び営業時間を記載す 指定認知症対応型通所介護の営業日及び営業時間を記載す

ること。 ること。

なお、７時間以上９時間未満の認知症対応型通所介護の前 なお、７時間以上９時間未満の認知症対応型通所介護の前

後に連続して延長サービスを行う指定認知症対応型通所介護 後に連続して延長サービスを行う指定認知症対応型通所介護

事業所にあっては、基準第42条にいう提供時間帯とは別に当 事業所にあっては、基準第42条にいう提供時間帯とは別に当

該延長サービスを行う時間を運営規程に明記すること。 該延長サービスを行う時間を運営規程に明記すること。

例えば、提供時間帯（８時間）の前に連続して１時間、後 例えば、提供時間帯（８時間）の前に連続して１時間、後

に連続して１時間、合計２時間の延長サービスを行う指定認 に連続して１時間、合計２時間の延長サービスを行う指定認

知症対応型通所介護事業所にあっては、当該指定認知症対応 知症対応型通所介護事業所にあっては、当該指定認知症対応

型通所介護事業所の営業時間は10時間であるが、運営規程に 型通所介護事業所の営業時間は10時間であるが、運営規程に

は、提供時間帯８時間、延長サービスを行う時間２時間とそ は、提供時間帯８時間、延長サービスを行う時間２時間とそ

れぞれ記載するものとすること。 れぞれ記載するものとすること。

② 指定認知症対応型通所介護の利用定員（第４号） ② 指定認知症対応型通所介護の利用定員（第４号）

利用定員とは、当該指定認知症対応型通所介護事業所にお 利用定員とは、当該指定認知症対応型通所介護事業所にお

いて同時に指定認知症対応型通所介護の提供を受けることが いて同時に指定認知症対応型通所介護の提供を受けることが

できる利用者の数の上限をいうものであること。 できる利用者の数の上限をいうものであること。

③ 指定認知症対応型通所介護の内容及び利用料その他の費用 ③ 指定認知症対応型通所介護の内容及び利用料その他の費用

の額（第５号） の額（第５号）

「指定認知症対応型通所介護の内容」については、入浴、 「指定認知症対応型通所介護の内容」については、入浴、

食事の有無等のサービスの内容を指すものであること。 食事の有無等のサービスの内容を指すものであること。

④ 通常の事業の実施地域（第６号） ④ 通常の事業の実施地域（第６号）
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基準第54条第６号は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護 基準第54条第６号は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

、 、看護に係る基準第３条の29第５号の規定と同趣旨であるため 看護に係る基準第３条の29第５号の規定と同趣旨であるため

第三の一の４の⒇の④を参照されたい。 第三の一の４の⒇の④を参照されたい。

⑤ サービス利用に当たっての留意事項（第７号） ⑤ サービス利用に当たっての留意事項（第７号）

利用者が指定認知症対応型通所介護の提供を受ける際に、 利用者が指定認知症対応型通所介護の提供を受ける際に、

利用者側が留意すべき事項を指すものであること。 利用者側が留意すべき事項を指すものであること。

⑥ 非常災害対策 ⑥ 非常災害対策

⑺の非常災害に関する具体的計画を指すものであること 基 ⑺の非常災害に関する具体的計画を指すものであること 基（ （

準第125条第８号及び第148条第６号についても同趣旨 。 準第125条第８号及び第148条第６号についても同趣旨 。） ）

⑹ 勤務体制の確保等 ⑹ 勤務体制の確保等

基準第55条は、利用者に対する適切な指定認知症対応型通所 基準第55条は、利用者に対する適切な指定認知症対応型通所

介護の提供を確保するため、職員の勤務体制等について規定し 介護の提供を確保するため、職員の勤務体制等について規定し

たものであるが、このほか次の点に留意するものとする。 たものであるが、このほか次の点に留意するものとする。

① 指定認知症対応型通所介護事業所ごとに、原則として月ご ① 指定認知症対応型通所介護事業所ごとに、原則として月ご

との勤務表を作成し、認知症対応型通所介護従業者の日々の との勤務表を作成し、認知症対応型通所介護従業者の日々の

、 、 、 、 、 、 、 、勤務時間 常勤・非常勤の別 専従の生活相談員 看護職員 勤務時間 常勤・非常勤の別 専従の生活相談員 看護職員

介護職員及び機能訓練指導員の配置、管理者との兼務関係等 介護職員及び機能訓練指導員の配置、管理者との兼務関係等

を明確にすること。 を明確にすること。

② 同条第２項は、原則として、当該指定認知症対応型通所介 ② 同条第２項は、原則として、当該指定認知症対応型通所介

護事業所の従業者たる認知症対応型通所介護従業者によって 護事業所の従業者たる認知症対応型通所介護従業者によって

指定認知症対応型通所介護を提供するべきであるが、調理、 指定認知症対応型通所介護を提供するべきであるが、調理、

洗濯等の利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務について 洗濯等の利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務について

は、第三者への委託等を行うことを認めるものであること。 は、第三者への委託等を行うことを認めるものであること。

⑺ 非常災害対策 ⑺ 非常災害対策

基準第57条は、指定認知症対応型通所介護事業者は、非常災 基準第57条は、指定認知症対応型通所介護事業者は、非常災

害に際して必要な具体的計画の策定、関係機関への通報及び連 害に際して必要な具体的計画の策定、関係機関への通報及び連

携体制の整備、避難、救出訓練の実施等の対策の万全を期さな 携体制の整備、避難、救出訓練の実施等の対策の万全を期さな

ければならないこととしたものである。関係機関への通報及び ければならないこととしたものである。関係機関への通報及び

連携体制の整備とは、火災等の災害時に、地域の消防機関へ速 連携体制の整備とは、火災等の災害時に、地域の消防機関へ速

、 、やかに通報する体制をとるよう従業員に周知徹底するとともに やかに通報する体制をとるよう従業員に周知徹底するとともに

日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火 日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火

・避難等に協力してもらえるような体制作りを求めることとし ・避難等に協力してもらえるような体制作りを求めることとし

たものである。なお「非常災害に関する具体的計画」とは、消 たものである。なお「非常災害に関する具体的計画」とは、消

防法施行規則第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を 防法施行規則第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を

含む ）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画をい 含む ）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画をい。 。
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う。この場合、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実 う。この場合、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実

施は、消防法第８条の規定により防火管理者を置くこととされ 施は、消防法第８条の規定により防火管理者を置くこととされ

ている指定認知症対応型通所介護事業所にあってはその者に行 ている指定認知症対応型通所介護事業所にあってはその者に行

わせるものとする。また、防火管理者を置かなくてもよいこと わせるものとする。また、防火管理者を置かなくてもよいこと

とされている指定認知症対応型通所介護事業所においても、防 とされている指定認知症対応型通所介護事業所においても、防

火管理について責任者を定め、その者に消防計画に準ずる計画 火管理について責任者を定め、その者に消防計画に準ずる計画

の樹立等の業務を行わせるものとする。 の樹立等の業務を行わせるものとする。

⑻ 衛生管理等 ⑻ 衛生管理等

基準第58条は、指定認知症対応型通所介護事業所の必要最低 基準第58条は、指定認知症対応型通所介護事業所の必要最低

限の衛生管理等について規定したものであるが、このほか、次 限の衛生管理等について規定したものであるが、このほか、次

の点に留意するものとする。 の点に留意するものとする。

① 指定認知症対応型通所介護事業者は、食中毒及び感染症の ① 指定認知症対応型通所介護事業者は、食中毒及び感染症の

発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所 発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所

、 、 。 、 、 。の助言 指導を求めるとともに 常に密接な連携を保つこと の助言 指導を求めるとともに 常に密接な連携を保つこと

、 、 、 、 、 、② 特に インフルエンザ対策 腸管出血性大腸菌感染症対策 ② 特に インフルエンザ対策 腸管出血性大腸菌感染症対策

レジオネラ症対策等については、その発生及びまん延を防止 レジオネラ症対策等については、その発生及びまん延を防止

するための措置等について、別途通知等が発出されているの するための措置等について、別途通知等が発出されているの

で、これに基づき、適切な措置を講じること。 で、これに基づき、適切な措置を講じること。

③ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。 ③ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。

⑼ 地域との連携 ⑼ 地域との連携

① 基準第59条第１項は、指定認知症対応型通所介護の事業が ① 基準第59条第１項は、指定認知症対応型通所介護の事業が

地域に開かれた事業として行われるよう、指定認知症対応型 地域に開かれた事業として行われるよう、指定認知症対応型

通所介護事業者は、地域の住民やボランティア団体等との連 通所介護事業者は、地域の住民やボランティア団体等との連

携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない 携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない

こととしたものである。 こととしたものである。

② 同条第２項は、基準第３条第２項の趣旨に基づき、介護相 ② 同条第２項は、基準第３条第２項の趣旨に基づき、介護相

談員を派遣する事業を積極的に受け入れる等、市町村との密 談員を派遣する事業を積極的に受け入れる等、市町村との密

接な連携に努めることを規定したものである。 接な連携に努めることを規定したものである。

なお 「市町村が実施する事業」には、介護相談員派遣事 なお 「市町村が実施する事業」には、介護相談員派遣事、 、

業のほか、広く市町村が老人クラブ、婦人会その他の非営利 業のほか、広く市町村が老人クラブ、婦人会その他の非営利

団体や住民の協力を得て行う事業が含まれるものである。 団体や住民の協力を得て行う事業が含まれるものである。

（新設） ⑽ 事故発生時の対応

基準第59の２第１項から第３項までは、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護に係る基準第３条の38第１項から第３項の

、 。規定と同趣旨であるため 第三の一の４の(27)を参照されたい
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また、同条第四項では、宿泊サービスの提供により事故が発

生した場合も同様の対応を行うこととしたものである。

⑽ 準用 ⑾ 準用

基準第61条の規定により、基準第３条の７から第３条の11ま 基準第61条の規定により、基準第３条の７から第３条の11ま

、 、 、 、 、 、 、 、で 第３条の13から第３条の16まで 第３条の18 第３条の20 で 第３条の13から第３条の16まで 第３条の18 第３条の20

第３条の26、第３条の32から第３条の36まで、第３条の38、第 第３条の26、第３条の32から第３条の36まで、第３条の38、第

３条の39及び第12条までの規定は、指定認知症対応型通所介護 ３条の39及び第12条までの規定は、指定認知症対応型通所介護

、 、 、 、の事業について準用されるものであるため 第三の一の４の⑴ の事業について準用されるものであるため 第三の一の４の⑴

⑵から⑼まで、⑾、⒀、⒄、 から まで、 及び 並びに第 ⑵から⑼まで、⑾、⒀、⒄、 から まで及び 並びに第三の(23) (25) (27) (28) (23) (25) (28)

三の二の４の⑶を参照されたい。 二の４の⑶を参照されたい。

四 小規模多機能型居宅介護 四 小規模多機能型居宅介護

１ 基本方針（基準第62条） １ 基本方針（基準第62条）

⑴ 指定小規模多機能型居宅介護は、通いを中心として、利用者 ⑴ 指定小規模多機能型居宅介護は、通いを中心として、利用者

の様態や希望に応じて、随時訪問や宿泊を組み合わせてサービ の様態や希望に応じて、随時訪問や宿泊を組み合わせてサービ

スを提供することにより、利用者の居宅における生活の継続を スを提供することにより、利用者の居宅における生活の継続を

支援するものである。 支援するものである。

⑵ 指定通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所が ⑵ 指定通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所が

、 、自主事業で宿泊サービスも行うようなサービス形態については 自主事業で宿泊サービスも行うようなサービス形態については

小規模多機能型居宅介護の創設に伴い、行うことができなくな 小規模多機能型居宅介護の創設に伴い、行うことができなくな

ることはないものであり、こうしたサービス形態は引き続き可 ることはないものであり、こうしたサービス形態は引き続き可

能であることに留意すること。 能であることに留意すること。

⑶ 既存の指定通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事 ⑶ 既存の指定通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事

業所が小規模多機能型居宅介護事業所となる場合に、これまで 業所が小規模多機能型居宅介護事業所となる場合に、これまで

指定通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所を利 指定通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所を利

用していた他市町村の被保険者が小規模多機能型居宅介護を利 用していた他市町村の被保険者が小規模多機能型居宅介護を利

用し続けることができるようにするためには、他市町村からも 用し続けることができるようにするためには、他市町村からも

小規模多機能型居宅介護事業所の指定を受ける必要があるが、 小規模多機能型居宅介護事業所の指定を受ける必要があるが、

従来からの利用者のために継続的なサービス利用を確保する観 従来からの利用者のために継続的なサービス利用を確保する観

点から、従来の利用者からの希望に基づき、当該他市町村から 点から、従来の利用者からの希望に基づき、当該他市町村から

指定の同意の申し出があった場合には、原則として、事業所所 指定の同意の申し出があった場合には、原則として、事業所所

在の市町村は、他市町村の従来からの利用者の利用について、 在の市町村は、他市町村の従来からの利用者の利用について、

法第78条の２第４項第４号に係る同意を行うこととし、当該同 法第78条の２第４項第４号に係る同意を行うこととし、当該同

意に基づき他市町村は指定を行うこと又は同条第九項に係る同 意に基づき他市町村は指定を行うこと又は同条第九項に係る同

意をあらかじめ行うことが求められる。 意をあらかじめ行うことが求められる。

なお、他市町村が指定を行う際には、既に事業所所在の市町 なお、他市町村が指定を行う際には、既に事業所所在の市町




